









































 下顎骨の過成長に起晒する下顎前突症が, 成長期にある場合, 下顎骨の成長抑欄と整形効果を
 目的と して, チンキャップ装置が適用されている。 チ ンキャップ装置の効果については実験的・
 臨床的研究より, 下顎骨に位置的変化, 形態的変化および成長揮制効果を与えることが明確にさ
 れてきた。 しか し, とくに成長量押鯛に関する研究の多くは二次元的計測に基づくものであり,
 抑制効果を三次元的に明確に把握した碕究はない。 またチ ンキャップ治療後の下顎骨 成長変化現
 象についての観察はほとんど行われていない。 そこで本研究では, 外力による下顎骨 成長現象の
 柳綱効果の音無, 下顎骨変形様相, および外力 除去後の成長変化様相 を二次元および三次元的に
 観察することによ って, 下顎骨成長 現象 に及ぼす 外力の影響 について検討を行った。
 本硯究では実験動物と して ウィ スター系雄ラット 180 頭を用 いた。 生後 4週齢か ら8週齢まで
 の4週間ラットにカラーブレスを装着 し, その内の実験群 80 頭には, 下顎骨に 309の 後方索
 引力を1日8時間与えた。 変化現象は外力を与えて4週間後, 外力除去後2週, 4週, 8週後の
 各時点で行った。 観察の方法は実験終了時に, 体重灘定を行い, 次に脛骨, 頭蓋骨, 下顎骨を剖
 幽し, 周囲条件下でそれぞれの骨標本を作製した。 計濃」は骨標本上で重量, 体積, 径について行
 い, 各週齢における実 験群と対照群の計測値の有意差を統計学的に検定 した。 得られた結果 は下
 記の通りである。
 1. 体重および脛骨, 頭蓋骨の重量, 体積, 径については, 実験群と対照群で差は認め られなかった。
 2. 下顎骨の重量, 体積については, 実験群は小さかった。
 3、 下顎骨の前後径については, 実験群は小さかった。
 4. 下顎骨の前方部, 筋突起部の高径については, 実験群は大きかった。
 5、 下顎骨の齎後骨体部, 下顎頸部の厚径については, 実験群は大きかった。
 6. 下顎骨は外力除去後に著しい成長増加現象を示さなかった。
 以上の結果よ り, ラット下 顎骨に与えた外力はラットの全身的な骨成長環境に変化をもた らす
 ものではなく, また下 顎骨を媒体として外力 が波及する頭蓋骨の形態とその成長に はほとんど影
 響を与えないと判晒された。 次に外力は成長期にあるラット下顎骨に対 して, その重量, 体積,
 長径の各次元で成長御制効果をもた らすと共に, 長軸 方向の圧縮と厚径の増大にみ られる変形効
 果をもた らすことが明 らかになった。 さ らに, 下顎骨は外力除去後, 外力による成長抑制効果を
 取り戻す ような成長回復現象を示さ ず, 外力 は外力 除去後の成長現象にま で及ぼす ものではない















 骨が成長過程にある場食, 外力によってその成長現象は変化するところか ら, 下顎骨過成長に
 起因する下顎前突症にはチ ンキ ャッ プ装置を適用することによ って 成長抑制を試み る方法がなさ
 れてきた。 この装置の作鰐 機序は, 頭部を固定源に してオトガイ 部に後上方に向かう索引力を与
 え, 顎関節内の下顎頭部に圧迫力を加える様式である。 下顎頭部に圧迫力を加える理由は, この
 部が下顎骨の前後・上下的成長増加様式に多 大の影響を及ぼす重要な成長部であることによる が,
 一方この部の成長機序は軟骨内骨形成様式で, この特性と して圧迫力に対して成長増加現象は影
 響を受けない機構を有するとも考え られている。 従って, チ ンキャッ プ装置による下顎骨成長抑
 制効果は, その可否および程度・予後について研究審問で意見の一致をみていない。 さらに外力
 による下顎骨 成長抑制効果は本来三次元的に把握されるべきものでありながら, 従来の研究 はほ
 とんどが二次元的な検討にとどま り, この点からも成長抑制効果の解明が不正確であることが指
 摘さ れて いる。
 本硲究は, 以上の観点から, ラット下顎骨を嗣いで, 外力による下顎骨成長現象の変化様相を
 検討することを慈的と してなされた。
 本研究で胴 いた装置・外力の大きさと適胴時間, 実験動物の飼育方法, 観察時期と期間などに
 ついては, いずれも先人の礒究方法を参考に予備実験を行い焼定されたもので, 適切であると評
 価でき た。 しかし, 本礒究に用いた実験動物は, 下顎骨の形態変化を追跡するうえでは大きさの
 点で難点があ る。 一方, 成長変化現象の把握には実験動物の出生が明確で個体間の長期成長様相
 に爾一性があり, かつ多 数例 を検討することが必要である、燃では適切である。 そこ で形態変化の
 計測方法についてみると, 計測は重量, 体積, 径について行われたが, その方法は正確であり,
 かつ週齢を基準に適嶽数を対象に した点で, 前言己の難点は克服できたものと評懸された。 また,
 本研究で得 られた計測結果は対照群と実験群聞で週齢を基準に統計学的に検討された。 両群間の
 差の検定は t就est により危険率!%および5%で行われたが, この手法は, 計測値の相違を量
 的な観点か ら評価 してその有意盤 を見るうえで は妥当であると考え られた。
 次に本研究でなされた結果についてみると, まず, 形態変化差を三次元的に把握・検討したこ
 とで, 成長柳綱効果については従来獲得できなかった蕊確な知見が得られたこと, 特に体積にみら
 られた変化量の把握は本研究で始めてなされたこと, その結果, 外力は成長期にある骨に量的な
 成長抑制効果をもたらすことが異体的に確認され, その効果は下顎頭部の軟骨性成長機序にも影
 響を与えることが強く示唆さ れた。 さ らに下顎骨は外力 除去後に成 長抑制効果を取り戻すような
 成長回服現象を量的には示す もので はな く, 外力の適用中においての み影響を受けることが明ら
 カΣに二なつノ1こ。
 一39一
 以上の 知見は, 歯科矯正学にとって極めて重要な分野である顎顔面部の骨成長様式に重要な基
 本的知識を与える ばかりでなく, 臨床的に も整形力の適用方法に極めて有意義な示唆を与えるも
 のと して, 歯学博士の学位授与に価するものと評懸でき る。
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